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まち・ひと・しごと創生の取組とは、人口減少の克服と東京圏への一極集中を是

正し、地域に住みよい環境を確保することにより、将来にわたって活力ある日本社

会の維持を目指すものです。 

      まち・ひと・しごと創生の取組 

 

 

 

(1) まち・ひと・しごと創生に係る取組の経緯 

少子高齢化により人口減少が進んでいる中、東

京圏への一極集中の傾向が継続しており、地方で

は、更なる人口減少の進行や地域経済の縮小など

の様々な課題が生じています。 

このため、国では、平成 26（2014）年度にまち・ひ

と・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）を制定

し、人口減少の克服と東京圏への一極集中の是正

について、地方と一体となって取り組み、各地域が

それぞれの特徴を活かした自律的で持続的な社会

の創生を目指しています。 

この法律に基づき、国と地方自治体では、人口の現状・将来見通しを踏まえた「長期ビジョン」とまち・

ひと・しごと創生に関する目標や施策の基本的方向等を定めた「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下

「総合戦略」という。）を策定し、様々な施策を展開してきました。 

令和元（2019）年度に国は、第 1 期総合戦略を踏まえ、令和 2（2020）年度からの 5 年間を計画期間

とする第 2 期総合戦略を策定し、地方創生の切れ目のない取組を進めており、地方においても同様の取

組を求めています。 

(2) 国のまち・ひと・しごと創生総合戦略 

国の長期ビジョンでは、将来にわたって、過度な一極集中の無い活力ある地域社会の維持を目指す

ため、将来のどこかの時点で合計特殊出生率※1 を人口置換水準※2 まで回復し、人口減少に歯止めを

かけることが必要であるとしています。 

このため、第 2 期総合戦略では、「将来にわたって活力ある地域社会の実現」と「東京圏への一極集

中の是正」を目指し、人口減少の抑制、地域内経済循環の実現、人口減少に適応した地域づくりに取

り組むこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まち・ひと・しごと⾧期ビジョン（令和 42（2060）年を視野） 
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※2 人口置換水準：人口が長期的に増えも減りもせずに一定となる出生の水準のこと。現在の人口置換水準は、合計特殊出生率で概ね 2.07 と

なっています。 

○ 国立社会保障・人口問題研究所（以下「社人研」という。）の推計では、令和 42（2060）年の日本

の総人口は 9,284 万人まで減少するとされています。 

○ 仮に合計特殊出生率が令和 22（2040）年に人口置換水準まで回復した場合、令和 42（2060）年

に総人口 1 億人を確保できると見込んでいます。 

○ 将来展望では、地方の出生率改善と人口流出に歯止めをかけることにより、人口構造の若返りを

進めるとともに、地域内経済循環の実現に取り組み、今後の人口減少に適応した地域づくりを進め

ることが必要とされています。 

※1 合計特殊出生率：その年次の 15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもの 

 
（出典）日本創生会議「ストップ少子化・地方元気戦略」より 

人口移動（若年層中心） 

地方 3 大都市（特に東京圏） 

人口減少 

 

人口流出＋低出生率 超低出生率 

  少子化（結婚行動・出産力） 



  

3 

 

 

 

 

 

                  
 

 

 

 

 

     

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

S35

1960

S45

1970

S55

1980

H02

1990

H12

2000

H22

2010

R2

2020

R12

2030

R22

2040

R32

2050

R42

2060

R52

2070

R62

2080

R72

2090

R82

2100

R92

2110

実績 S35(1960)年～H30（2018）年

社人研「日本の将来推計人口（平成29年推計）」（出生中位（死亡中位））

合計特殊出生率が上昇した場合（R12（2030）年に1.8程度、R22（2040）年に2.07程度）

第２期まち・ひと・しごと創生総合戦略（５か年 令和 2（2020）～令和６（2024）年度） 

《 我が国の人口の推移と⾧期的な見通し 》 

R42 年 10,189 万人 

H20 年 12,808 万人（概ねピーク） 

R92 年 8,969 万人 

R92 年 5,343 万人 

（万人） 

将来にわたって「活力ある地域社会」の実現 

「東京圏への一極集中」の是正 

 人口減少を和らげる 

結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

魅力を育み、ひとが集う 

 地域の外から稼ぐ力を 

高めるとともに、 

地域内経済循環を実現する 

人口減少に適応した 

地域をつくる 

 国の第 2 期総合戦略において目指すべき将来 

H30 年 12,644 万人 

R42 年 9,284 万人 

人口実績及び推計値は各年 10 月 1 日 
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本市では、平成 27（2015）年度に「第 1 期富士市 まち・ひと・しごと 創生総合戦略」

を策定し、「若い世代の人口確保」に向け、重点的に取組を進めてきました。 

令和元（2019）年度、令和 2（2020）年度に、「第 2 期富士市まち・ひと・しごと創生総

合戦略」と「第六次富士市総合計画前期基本計画」の計画期間を合わせるため、「第 1 期富

士市 まち・ひと・しごと 創生総合戦略」の計画期間を延伸する改訂を行っています。 

富士市のまち・ひと・しごと創生の取組 

 

 

     
(1) 第 1 期富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

「第 1 期富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第 1 期富士市総合戦略」という。）では、国の第

1 期総合戦略と整合を図るとともに、「第五次富士市総合計画後期基本計画」の都市活力再生戦略と連

動した地方創生の取組を位置付けました。 

令和元（2019）年度に、「第五次富士市総合計画後期基本計画」の計画期間と終期を合わせるため、

第 1 期富士市総合戦略の計画期間を 1 年間延伸するとともに、重要業績評価指標等を見直しました。 

また、令和 2（2020）年度には、「第六次富士市総合計画前期基本計画」の策定を新型コロナウイルス

感染症の影響により、1 年延期したことから、第 1 期富士市総合戦略の計画期間を 1 年間延伸し、「第 2

期富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（以下「第 2 期富士市総合戦略」という。）と「第六次富士市総

合計画前期基本計画」の計画期間を合わせました。 

 

令和元（2019）年度改訂 

 計画期間を 1 年間延伸（計画期間：平成 27（2015）年度～令和 2（2020）年度） 

 施策内容の見直し 

 重要業績評価指標の見直し 

 

令和 2（2020）年度改訂 

 計画期間を 1 年間延伸（計画期間：平成 27（2015）年度～令和 3（2021）年度） 

 施策内容の見直し 

 重要業績評価指標の見直し 

 新型コロナウイルス感染症に対応する取組を追加 

 「地方創生の推進に向けた考え方」にＳＤＧｓによる地方創生の取組強化を追加 

 「地方創生の推進に向けた考え方」にデジタル変革の加速を追加 

 
① 計画期間 

 平成 27（2015）年度から令和 3（2021）年度までの 7 か年 

 

② 最上位目標 

 

 

 

 

2 

 

元気よく活動し、都市の原動力となる『若い世代の人口の確保』 

若い世代（15～39 歳）の令和３（2021）年度末人口 61,760 人の確保 
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③ 総合戦略の体系  

第 1 期富士市総合戦略では、4 つの基本目標に基づいた 20 施策に取り組みました。 

また、地方創生の推進に向け、ＳＤＧｓの推進やデジタル変革の加速を総合戦略に位置付けています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 滞在人口：市区町村単位における休日午前 10 時時点で滞留している人口 
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(2) 第 1 期富士市まち・ひと・しごと創生総合戦略の取組成果 

① 最上位目標（若い世代の人口確保）の達成状況 

本市では、令和 4 年 3 月末時点の若い世代の人口 61,760 人の確保（第五次富士市総合計画後期基

本計画における人口推計の高位推計値）の達成に向けて取組を進めてきました。 

第 1 期富士市総合戦略では、平成 30（2018）年から 4 か年連続で目標値を達成しています。 

        
 

 

 

           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《 若い世代（15～39 歳）の推計と実績 》 
各年 3 月 31 日 

（出典）住民基本台帳 
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《 若い世代（15～39 歳）男性の推計と実績 》 《 若い世代（15～39 歳）女性の推計と実績 》 

各年 3 月 31 日 各年 3 月 31 日 

（出典）住民基本台帳 （出典）住民基本台帳 

《 若い世代（15～39 歳）男性の社会動態 》 《 若い世代（15～39 歳）女性の社会動態 》 
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② 第２期富士市総合戦略に向けた課題  

若い世代の人口状況や各基本目標における数値目標から、第 2 期富士市総合戦略の策定に向けた

課題を次のように整理しました。 

【最上位目標】 

 最上位目標である「若い世代の人口確保」の達成状況については、各年度の中間目標値を概ね達

成していますが、若い世代の女性を中心に社会動態※1 の更なる改善を図る必要があります。 

【基本目標における数値目標】 

 基本目標 1「活力みなぎるしごとづくり」の数値目標「粗付加価値率※2」は、目標値を下回って推移し

ており、付加価値や生産性の向上を図る企業への支援等を通じて、更なる産業の活性化を図る必

要があります。 

 基本目標 2「世界中のひとを惹き付ける魅力づくり」の数値目標「滞在人口(休日)」は、目標達成が

難しい状況となっており、まちのにぎわい創出や人を呼び込む機会を更に創出する必要があります。 

 基本目標 3「若い世代の希望をかなえる若者応援環境づくり」の数値目標「出生数」は、目標達成が

難しい状況となっており、若い世代の結婚・出産・子育てなどの希望をかなえるための支援を社会全

体で総合的に進めていく必要があります。 

 基本目標 4「安全・快適な暮らしを支える磐石のまちづくり」の数値目標「危機管理体制に対する市

民満足度」は、目標値を下回っており、防災・防犯などの安全対策と発信の強化を図る必要がありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

《 粗付加価値率の推移 》 
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《 出生数 》 
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※1 社会動態：一定期間における転入、転出及びその他の増減に伴う人口の動き。 

※２ 粗付加価値率：当該指標においては、製造品出荷額等から原材料費や仕入原価などを差し引き、製造品出荷額で除算したもの。 

 

平成 26（2014）年度 52.3％ 

平成 30（2018）年度 54.8％ 

《 危機管理体制に対する市民満足度 》 

 

令和 3（2021）年度 70.0％ 
【目標値】 

【実績値】 

（出典）世論調査 

【目標値】2,070 人（2021 年度） 

【目標値】20 万 9,000 人（2021 年度） 【目標値】県値より高い（2021 年） 

（年） （年度） 

（年度） 


